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令和８年７月１日（水） 



「都市計画区域の整備及び保全の方針」の見直しについて 
 

 

「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」とは… 

都市計画法第６条の２の規定に基づき、おおむね 20 年後の都市の姿を展望し、都市計画区域全体を対象として、

一市町村を超える広域観点から「都市計画の目標」「区域区分の決定の有無及び区域区分を定める際の方針」等

を定めている計画（都市計画区域マスタープラン、以下「区域マス」） 
 

【区域マスの位置付け】              【県と市町村の役割分担】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇福岡県では、社会状況の変化や「都市計画に関する基礎調査」の結果を踏まえて、おおむね５年を目途に

区域マスの定期的な見直しを行っている。 

 〇今回の見直しは、令和２年に実施された「国勢調査」、及び令和４年に実施した「都市計画に関する基礎調

査」の結果を踏まえて行うもの。 

 〇主な変更内容については、次の１から４のとおり。 

福岡県都市計画基本方針

★県が広域的観点から県土全体の

都市づくりの方針を策定

【関係する具体的な都市計画等】

●市町村が定める都市計画等

市町村マスタープラン

★市町村が地域に密着した観点から

都市計画の詳細な方針を策定

都市計画区域マスタープラン

★県が広域的観点から都市計画の

基本的な方向性を示す

情報の共有化、

計画の整合性及び調整

目標等の共有 【関係する具体的な都市計画等】
●都市計画の基本的な方針

●広域的な影響を与える可能性のある

都市計画の調整

●県が定める都市計画

●市町村が決定する都市計画の協議の

判断基準

●区域マスと市町村マスの役割分担イメージ

（１）都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の概要について 

本県の圏域構造の実態を把握し効果的な都市計画を進めていくためには、福岡県全体を広域的・重層的に捉えた

圏域レベルで都市計画を推進していくことが必要であり、以下４都市圏毎に区域マスを作成している。 

〇福岡都市圏
都市計画区域 範　囲

福岡広域都市計画区域

福岡市の一部、筑紫野市の一部、春日市、大野城市、宗像市の一
部、太宰府市の一部、古賀市の一部、福津市の一部、糸島市の一
部、那珂川市の一部、篠栗町の一部、志免町、新宮町の一部、久
山町、粕屋町

宇美須恵都市計画区域 宇美町の一部、須恵町
津屋崎都市計画区域 福津市の一部

二丈都市計画区域 糸島市の一部

朝倉筑前都市計画区域 朝倉市の一部、筑前町

合計 11市８町

〇北九州都市圏
都市計画区域 範　囲

北九州広域都市計画区域 北九州市の一部、中間市、苅田町の一部

遠賀広域都市計画区域 岡垣町、遠賀町、水巻町、芦屋町

京築広域都市計画区域 行橋市、豊前市の一部、吉富町、みやこ町の一部、築上町の一部

合計 ４市８町

〇筑後都市圏
都市計画区域 範囲

久留米小郡都市計画区域 久留米市の一部、小郡市

大牟田都市計画区域 大牟田市、みやま市の一部

北野大刀洗都市計画区域 久留米市の一部、大刀洗町
筑後中央広域都市計画区
域

久留米市の一部、八女市の一部、筑後市、柳川市、大川市、みや
ま市の一部、広川町

田主丸都市計画区域 久留米市の一部

合計 ８市２町

〇筑豊都市圏
都市計画区域 範囲

筑豊広域都市計画区域
直方市、飯塚市の一部、田川市、嘉麻市の一部、宮若市の一部、
鞍手町、桂川町の一部、川崎町、小竹町、添田町の一部

合計 ５市５町

（２）今回の見直しの概要について 

 

 

１．令和 7年 10 月策定の福岡県都市計画基本方針の内容反映 

現行の集約型の都市づくりを継承しつつ、新たに多様な価値観を包摂した、災害に強い都市づくりの実現に

向けた都市計画の決定等の方針を記載 

○「多様な価値観を包摂した都市づくり」 

多様な価値観による働き方、住まい方が選択できる都市づくりの視点を追加  

 商業業務地におけるｳｫｰｶﾌﾞﾙな街づくりの推進、交通体系の整備におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術(AI)を活用したｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ交通や

新たなﾓﾋﾞﾘﾃｨの導入検討等 を加えて柔軟な都市構造へ転換、場所や働き方を自由につなぐ人々の幸福度向上。 

○「災害に強い都市づくり」 

激甚化・頻発化する自然災害から安全に人を守る都市づくりの視点を追加 

 配慮すべき対象ﾊｻﾞｰﾄﾞの種類、都市計画制度による地域毎の土地利用方針等 実現に向けた都市計画の運用開始。 

 

２．各種数値目標の時点修正 

〇 目標年次（Ｒ12）における、都市計画区域及び市街地内の「おおむねの人口」等を時点修正 

 

 

  ３．図面の修正 

〇 区域マスと同時に決定する都市計画区域の拡大反映 

北九州都市圏の京築広域都市計画区域にみやこ町の一部（勝山・犀川地区の一部）を編入 

○ 拠点区域の明示・変更 

都市機能の集積を図る「広域拠点・拠点」のうち以下の箇所について、用途地域の変更等に伴い区域を明示 
(明示)地下鉄橋本駅周辺、JR 海老津駅周辺、JR 遠賀川駅周辺、JR・平成筑豊鉄道田川伊田駅周辺 

(変更)JR 新飯塚駅周辺、町立病院周辺<鞍手町>、JR 門司港駅周辺 

 
４．文言等の時点修正、表現方法の変更 

○ 判読性向上のため「大規模集客施設の種類及び規模等と立地区分」の表現方法の変更 

  広域拠点以外の地域における「対象施設規模の上限」、「政令市における取り扱い」を明示 

○ 事業の完了や着手に伴う主要な施設の整備箇所の変更 等 

 

 

 

令和２年 令和12年 令和２年 令和12年 令和２年 令和12年 令和２年 令和12年

都市計画区域内人口 2,493千人 2,561千人 1,015千人 950千人 299千人 292千人 121千人 106千人

市街地内人口 2,378千人 2,447千人 974千人 918千人 255千人 249千人 109千人 98千人

【大牟田都市計画区域】

人
口

【福岡広域都市計画区域】 【北九州広域都市計画区域】 【久留米小郡都市計画区域】

（３）スケジュール（予定）について 
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○策定の趣旨
・現⾏の基本⽅針は平成27年におおむね20年後の都市の姿を展望した上で策定
・近年の都市を取り巻く環境の変化に対応するため、新たに策定するもの

○策定の背景
・コロナ禍後の働き⽅や暮らし⽅に対する⼈々の意識や価値観の変化・多様化
・激甚化・頻発化する自然災害
・カーボンニュートラルを目指した都市の取組
・⾏政主導だけでなく、デジタルを活⽤した⺠間や住⺠主体のまちづくり
・⼈及び動物、環境が調和したワンへルスの推進

○基本方針の位置づけと役割
・本県における都市づくりの基本的な⽅針を示すもの

○目標年次
・令和８年度からおおむね20年後の都市の姿を展望した上で定める

福岡県都市計画基本方針の概要
はじめに ２章 目指すべき都市像

○都市づくりの目標

「拠点と公共交通軸が紡ぎだす、豊かで暮らしやすい都市を目指して」
多様な価値観を包摂した、災害に強い都市

本県の各都市がこれからも持続可能であり続けるために、これまでの拠点と公共交
通軸による「集約型の都市づくり」を継続しつつ、新しい技術や手法を取り入れな
がら多様な価値観を包摂し、災害に強く、個性豊かで賑わいにあふれ、暮らしやす
い都市づくりを目指します。

○本県が目指すべき都市構造
集約型都市構造への転換
・

①便利で魅⼒ある拠点の形成
・

②生活の質を高める公共交通軸の設定
・

③拠点・公共交通軸沿線以外での低密度化への対応
・

○持続可能な都市を目指した集約型の都市づくりのイメージ

・

○これまでの都市づくりの評価
⼤規模集客施設の⽴地動向、都市圏別の集約型都市構造、広域都市計画区域の運⽤

○都市づくりの新たな動き
まちづくりDXの推進、脱炭素化の実現、自然共生社会の実現 等

○都市の課題

１章 都市の現状と課題

 脱炭素化への対応
･多様なエネルギーを効率的に利⽤

 にぎわいと魅⼒ある都市づくりへの
対応

･まちなかの魅⼒やエリア価値の向上

 多様な働き方、暮らし方への対応
･ニューノーマル、機動的なまちづくり

 自然共生社会への対応
･環境と⼈と動物が共生できるワンヘルスや
SDGs等にも配慮した都市づくり

 個性を活かした都市づくりへの対応
･景観、世界遺産など地域の個性を活かす

 多様化・複雑化する課題への対応
･デジタル技術の活⽤、産学官⺠の連携

拠点に居住や都市機能を集約すること
で、良質な空間づくりをすすめ、便利
で魅⼒ある拠点を形成します。

公共交通軸沿線に居住や都市機能の集約を進め、拠点間の交流や交通需要を創出しな
がら公共交通の維持・充実を図り、多様な交通手段が確保された都市づくりを推進し
ます。

拠点や公共交通軸沿線以外の既成市街地や集落等においては、現在ある良好な住環境
や営農環境等を保全するとともに、必要な⾏政⽀援を⾏うことで、地域コミュニティ
や集落の維持を図ります。

拠点や公共交通軸沿線に居住や都市機
能の集約を進め、便利な場所で暮らせ
る質の高い「集約型都市構造」への転
換を目指します。

 人口減少・少子高齢化への対応
･各都市圏の⼈口動向を踏まえ、地域の特性
に応じたまちづくり

 都市化圧⼒への対応
･スプロール的開発やミニ開発に対応した適
正な市街地形成

 交流・連携を⽀える都市基盤整備へ
の対応

･九州・山口ブロックの中心にふさわしい都
市基盤の更なる充実

 激甚化・頻発化している災害への対応
･激甚化・頻発化する自然災害に強い防災
都市

 生活圏等の広域化への対応
･市町村の区域を越えた自治体間の連携・調
整

 公共交通施策への対応
･公共交通軸沿線への都市機能の誘導等によ
る公共交通の維持・充実

▲集約型都市構造のイメージ

①

②

③

持続可能な都市を目指すために、
⼈口減少下において新たな視点
を加えた集約型の都市づくりを
戦略的に⾏うことが必要。

持続可能な
都市

• 多様な価値観による働き⽅、住まい⽅が
選択できる都市づくり

• 激甚化・頻発化する自然災害から安全に
⼈を守る都市づくり 等

新たな視点

※赤字は今回の策定における変更点。2


